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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第108期

第１四半期連結
累計期間

第109期
第１四半期連結
累計期間

第108期

会計期間
自令和２年４月１日
至令和２年６月30日

自令和３年４月１日
至令和３年６月30日

自令和２年４月１日
至令和３年３月31日

売上高 （千円） 2,477,688 3,345,847 13,630,739

経常損失（△） （千円） △1,059,701 △172,042 △879,953

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △796,998 △84,375 △972,788

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △791,067 △48,225 △896,658

純資産額 （千円） 16,740,458 16,588,383 16,634,786

総資産額 （千円） 55,070,110 56,767,007 57,456,405

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △207.43 △21.96 △253.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.4 29.2 29.0

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 

 

2【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31

日）等を適用しております。

　これに伴い、当第１四半期連結累計期間における経営成績に関する説明は、売上高については、当該会計基準等

を適用した後の数値となっており、前第１四半期連結累計期間と比較しての対前年同四半期比（％）は記載してお

りません。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項(会計方針の変更)」に記載のとおりでありま

す。
 

(1)財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

　資産合計は、未収入金や有形固定資産の減少などにより、前連結会計年度末に比べ689,397千円減少し、

56,767,007千円となりました。

　負債合計は、短期借入金やリース債務の減少などにより、前連結会計年度末に比べ642,994千円減少し、

40,178,624千円となりました。

　純資産合計は、利益剰余金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ46,403千円減少し、16,588,383千円とな

りました。
 
 ②経営成績

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緊急事態宣言の再発令等、新型コロナウイルス感染症の影響

による個人消費の落ち込みが続いており、景気は厳しい状況で推移いたしました。先行きについては、ワクチン接

種が進捗する一方で、新型コロナウイルスの感染拡大の長期化により、依然として不透明な状況となっておりま

す。

　こうした事業環境の中、お客様と従業員に対する感染防止対策を徹底しながら営業活動を行い、経営基盤の強化

に努めてまいりました。しかしながら、全国に緊急事態宣言が発令された前年同期に比べて回復はみられたもの

の、感染症拡大前の水準を下回る状況が続いております。

 

　当第１四半期連結累計期間の経営成績は、総売上高は3,345,847千円となり、営業損失は183,706千円（前年同四

半期は営業損失1,010,999千円）、経常損失は172,042千円（前年同四半期は経常損失1,059,701千円）、親会社株

主に帰属する四半期純損失は84,375千円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失796,998千円）とな

りました。

 

セグメントごとの経営成績は、次の通りであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較につい

ては、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。

 

　運輸事業におきまして、一般乗合バス部門では、新型コロナウイルス感染症への対応として、お客様や従業員の

安全を確保するため、車内の消毒や換気を徹底するなど感染予防・感染拡大防止対策を継続いたしました。また、

サービス開始10周年を迎えた新潟交通ＩＣカード乗車券「りゅーと」のキャンペーンを実施し需要喚起を図ったこ

と等により、一般乗合バス部門全体では前年同期比増収となりました。しかしながら、新潟県独自の警報による外

出自粛等の影響により厳しい状況が続いており、その回復は限定的なものとなっております。

　高速バス部門では、今年４月の緊急事態宣言発令により一部の県外高速路線において運休の影響を受けたもの

の、前年５月に全路線を運休した前年同期の反動により、高速バス部門全体では前年同期比増収となりました。

　貸切バス部門では、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、一般団体やバスツアー等の貸切需要が依然として

低調に推移しているものの、修学旅行を主とした学校関連を中心に受注したこと等により、前年同期比増収となり

ました。

　この結果、運輸事業の売上高は1,489,252千円、営業損失364,555千円（前年同四半期は営業損失948,276千円）

となりました。
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不動産事業におきまして、万代シテイでは、感染防止策を徹底した上で、集客を高める販売促進や催事・イベ

ントを企画実行したことと、４月および６月に新店舗の誘致を実施する等街区の魅力向上に努めました。これによ

り、当社が運営管理するビルボードプレイスおよびＢＰ２の休館により賃料を減免した前年同期よりも、賃料収入

および駐車場収入は増収となりました。

この結果、不動産事業の売上高は681,931千円、営業利益283,818千円（前年同期比6.5％増）となりました。

 

　商品販売事業におきまして、観光土産品卸売部門では、催事売店を撤退した影響があったものの、主力の土産卸

売において、新商品の販売や観光施設が休館した影響を受けた前年同期よりも需要回復が見られたこと等により、

前年同期比増収となりました。

　この結果、商品販売事業の売上高は300,941千円、営業損失23,691千円（前年同四半期は営業損失54,688千円）

となりました。

 

旅行事業におきまして、今年４月の緊急事態宣言発令により募集型企画旅行および一般団体手配旅行は低調に

推移したものの、修学旅行を主とした学校関連団体を中心に受注したことに加えて、「収益認識に関する会計基

準」等の適用もあり、前年同期比増収となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」等の適用前に換算した場合においても前年同期比増収となりました。

この結果、旅行事業の売上高は290,775千円、営業損失16,279千円（前年同四半期は営業損失99,641千円）とな

りました。

 

旅館業におきまして、新潟市内の「万代シルバーホテル」、佐渡市内の「国際佐渡観光ホテル八幡館」ともに

新型コロナウイルス感染症に伴う宿泊・宴会・ツアーのキャンセルや新規設定の見送り等の影響により、依然とし

て宿泊・宴会需要は低迷しているものの、催事団体客や修学旅行の受入等により売上高は前年同期比増収となりま

した。

　この結果、旅館事業の売上高175,290千円、営業損失101,337千円（前年同四半期は営業損失162,421千円）とな

りました。

 

　その他事業のうち広告代理業においては、新潟市が発行する「地域のお店応援商品券」事業を受注する等、好調

に推移したものの、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、前年同期比減収となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」等を適用前に換算した場合においては前年同期比増収となりました。

　航空代理業においては、航空会社との地上業務受委託契約内容の変更による影響等により、前年同期比減収とな

りました。

　清掃・設備・環境業においては、環境部門におけるリサイクル単価の上昇や定期収集、定期清掃、光触媒等の受

注により、前年同期比増収となりました。

　この結果、その他事業全体の売上高は407,656千円、営業利益44,672千円（前年同四半期は営業損失12,444千

円）となりました。

 

(2)経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略について重要な変更はありません。

 

(3)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

 

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（令和３年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和３年８月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,864,000 3,864,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株

であります。

計 3,864,000 3,864,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和３年４月１日～

令和３年６月30日
- 3,864 - 4,220,800 - 2,872,932

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（令和３年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    令和３年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 21,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,812,300 38,123 －

単元未満株式 普通株式 29,900 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  3,864,000 － －

総株主の議決権  － 38,123 －

 

②【自己株式等】

 

    令和３年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

新潟交通株式会社
新潟県新潟市中央区

万代一丁目６番１号
21,800 － 21,800 0.56

計 － 21,800 － 21,800 0.56

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（令和３年４月１日から令

和３年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（令和３年４月１日から令和３年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、高志監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和３年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(令和３年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,442,732 2,425,443

受取手形及び売掛金 838,189 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 856,443

商品及び製品 173,314 176,918

原材料及び貯蔵品 153,567 155,162

その他 868,363 428,662

貸倒引当金 △12,351 △13,000

流動資産合計 4,463,815 4,029,630

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,703,624 11,522,188

土地 36,833,333 36,833,333

その他（純額） 2,756,007 2,682,073

有形固定資産合計 51,292,964 51,037,596

無形固定資産 322,026 322,249

投資その他の資産 ※ 1,377,597 ※ 1,377,531

固定資産合計 52,992,589 52,737,377

資産合計 57,456,405 56,767,007

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 575,579 614,130

短期借入金 13,337,229 12,682,115

１年内償還予定の社債 150,000 150,000

未払法人税等 83,746 23,202

賞与引当金 103,552 73,699

その他 2,610,009 2,736,159

流動負債合計 16,860,116 16,279,306

固定負債   

社債 3,550,000 3,550,000

長期借入金 12,929,544 12,985,888

再評価に係る繰延税金負債 4,013,733 4,013,733

役員退職慰労引当金 152,230 145,435

退職給付に係る負債 422,418 417,584

その他 2,893,575 2,786,675

固定負債合計 23,961,502 23,899,317

負債合計 40,821,618 40,178,624
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和３年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(令和３年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,220,800 4,220,800

資本剰余金 2,946,600 2,946,600

利益剰余金 1,220,663 1,138,293

自己株式 △37,754 △37,936

株主資本合計 8,350,311 8,267,758

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △15,419 △8,668

繰延ヘッジ損益 88,163 118,367

土地再評価差額金 8,210,910 8,210,910

退職給付に係る調整累計額 820 15

その他の包括利益累計額合計 8,284,475 8,320,624

純資産合計 16,634,786 16,588,383

負債純資産合計 57,456,405 56,767,007
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日
　至　令和３年６月30日)

売上高 2,477,688 3,345,847

売上原価 2,607,063 2,627,881

売上総利益又は売上総損失（△） △129,374 717,966

販売費及び一般管理費 881,624 901,673

営業損失（△） △1,010,999 △183,706

営業外収益   

受取利息 46 35

受取配当金 7,250 7,139

雇用調整助成金 37,150 79,717

その他 4,409 18,617

営業外収益合計 48,857 105,510

営業外費用   

支払利息 74,757 83,333

持分法による投資損失 508 690

資金調達費用 14,065 －

その他 8,228 9,822

営業外費用合計 97,559 93,845

経常損失（△） △1,059,701 △172,042

特別利益   

固定資産売却益 3,502 431

補助金収入 5,525 109,158

特別利益合計 9,027 109,589

特別損失   

固定資産売却損 920 2,088

固定資産除却損 2,974 7,792

新型コロナウイルス感染症対応による損失 ※ 64,374 ※ 1,594

バスカード払戻金 293 9,291

その他 7,543 873

特別損失合計 76,106 21,641

税金等調整前四半期純損失（△） △1,126,780 △84,093

法人税、住民税及び事業税 5,426 6,702

法人税等調整額 △335,208 △6,421

法人税等合計 △329,781 281

四半期純損失（△） △796,998 △84,375

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △796,998 △84,375
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日
　至　令和３年６月30日)

四半期純損失（△） △796,998 △84,375

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,876 6,750

繰延ヘッジ損益 8,627 30,203

退職給付に係る調整額 △819 △805

その他の包括利益合計 5,930 36,149

四半期包括利益 △791,067 △48,225

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △791,067 △48,225

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

 

１．旅行事業における本人取引に係る収益認識

旅行事業における収益につきましては、全て顧客から受け取る額から売上原価を控除した純額を収益とし

て認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が本人に該当する取引につい

ては、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識する方法に変更しております。

 

２．広告代理業における代理人取引に係る収益認識

広告代理業における収益につきましては、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりました

が、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け

取る額から売上原価を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。

 

３．運輸事業における追加の財又はサービスを取得するオプションの付与

運輸事業における当社が運営するポイント制度について、従来は、将来にポイントとの交換に要すると見

込まれる費用を引当金として計上する方法によっておりましたが、当該ポイントが重要な権利を顧客に提供

する場合、履行義務として認識し、収益の計上を繰り延べる方法に変更しております。

 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用してお

ります。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前

までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用して

おりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期

間より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理

を行い、その累積的影響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に2,004千円加算しておりま

す。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は16,910千円減少し、営業費は19,875千円減少しておりま

す。なお、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示し

ていた「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含

めて表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、

前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

　さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定め

る経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報

を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する

会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会

計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。
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（追加情報）

　　　　　新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り

　　　　　　前連結会計年度の有価証券報告書における「（重要な会計上の見積り）」に記載した新型コロナウイルス感

　　　　　染症の収束時期等を含む仮定について、重要な変更はありません。

 

　　　　　不動産事業における販売促進に係る引当金の会計処理について

　　　　　　当社グループが不動産事業における賃貸先であるテナントを通してテナント利用顧客に付与する利用券に係

　　　　　る会計処理について、当第１四半期連結会計期間の期首より、テナント利用顧客の利用券使用実績率を合理的

　　　　　に見積もることが可能となったことから、付与する利用券の内、将来テナントとの間で精算が見込まれる金額

　　　　　を販売促進に係る引当金として会計処理しております。

　　　　　　当該引当金の会計処理により当第１四半期連結会計期間末の四半期連結損益計算書の営業損失、経常損失、

　　　　　税金等調整前四半期純損失は11,958千円増加しております。

　　　　　　なお、当該引当金は、四半期連結貸借対照表の流動負債の「その他」に含まれております。

 

　　　　　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　　　　　　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創

　　　　　設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われ

　　　　　た項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」

　　　　　（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

　　　　　（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債

　　　　　の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

 

（表示方法の変更）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「バスカード払戻

金」は特別損失において重要性が増したことから、当第１四半期連結累計期間より独立掲記することに致し

ました。この表示方法を反映させるため、前第１四半期連結累計期間の連結財務諸表の組替えを行なってお

ります。

　この結果、前第１四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に表示しておりました7,836千円

は「バスカード払戻金」293千円、「その他」7,543千円として組替えております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　※投資その他の資産の金額から直接控除している引当金の額
 

 
前連結会計年度

（令和３年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（令和３年６月30日）

貸倒引当金 32,314千円 32,312千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※当第１四半期連結累計期間において、新潟県による新型コロナウイルス感染症の警報発令等を受け、不動産事

業に関して、テナントに対しての賃料収入減免額については、臨時性があるため「新型コロナウイルス感染症対

応による損失」として特別損失に計上しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス拡大による緊急事態宣言を受け、不動産事業等に関

わる施設の一時臨時休業を実施したため、施設の休業期間の固定費（人件費、減価償却費等）と、テナントに対

しての賃料収入減免額について、「新型コロナウイルス感染症対応による損失」として特別損失に計上しており

ます。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　令和２年４月１日
至　令和２年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和３年４月１日
至　令和３年６月30日）

減価償却費 402,416千円 428,295千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　令和２年４月１日　至　令和２年６月30日）

配当金支払額

(決　議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和２年６月25日

定時株主総会
普通株式 38,422 10.0 令和２年３月31日 令和２年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年６月30日）

該当事項はありません。

 

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自令和２年４月１日 至令和２年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　

         （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 運輸事業 不動産事業

商品販売事

業
旅行事業 旅館事業 計

売上高           

外部顧客へ

の売上高
1,062,032 609,472 274,439 8,466 100,682 2,055,094 422,594 2,477,688 － 2,477,688

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

28,393 98,102 3,798 1,535 1,561 133,389 108,227 241,616 △241,616 －

計 1,090,425 707,574 278,237 10,001 102,243 2,188,483 530,821 2,719,304 △241,616 2,477,688

セグメント利

益又は損失

（△）

△948,276 266,433 △54,688 △99,641 △162,421 △998,594 △12,444 △1,011,039 40 △1,010,999

　（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、清掃・設備・環境業、

　　　　　　広告代理業、航空代理業等を含んでいます。

　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額40千円は、セグメント間取引消去によるものです。

　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

   該当事項はありません.
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自令和３年４月１日 至令和３年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　　　　

         （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 運輸事業 不動産事業

商品販売事

業
旅行事業 旅館事業 計

売上高           

顧客との契

約から生じ

る収益

1,345,821 35,401 300,941 290,775 175,290 2,148,230 407,656 2,555,887 － 2,555,887

その他の収

益
143,431 646,529 － － － 789,960 － 789,960 － 789,960

外部顧客へ

の売上高
1,489,252 681,931 300,941 290,775 175,290 2,938,191 407,656 3,345,847 － 3,345,847

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

32,095 103,486 5,374 102,462 3,607 247,024 98,673 345,697 △345,697 －

計 1,521,347 785,417 306,315 393,237 178,897 3,185,215 506,329 3,691,544 △345,697 3,345,847

セグメント利

益又は損失

（△）

△364,555 283,818 △23,691 △16,279 △101,337 △222,045 44,672 △177,372 △6,334 △183,706

　（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、清掃・設備・環境業、

　　　　　　広告代理業、航空代理業等を含んでいます。

　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△6,334千円は、セグメント間取引消去によるもので

　　　す。

　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

   該当事項はありません.

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当第１四半期連結会計期間より、「その他」に含まれていた「旅行事業」について量的基準を満た

したため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

　また、前第１四半期連結累計期間の報告セグメントにて独立掲記していた「清掃・設備・環境事

業」について、前第２四半期会計期間より量的基準を満たさなくなったため、「その他」に含めて記

載する方法に変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間の報告セグメントは、当第１四半期連結累計期間の報告セグメン

トの区分に基づき作成したものを開示しております。

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　令和２年４月１日
至　令和２年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和３年４月１日
至　令和３年６月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △207円 43銭 △21円 96銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（千円）
△796,998 △84,375

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（千円）
△796,998 △84,375

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,842 3,842

　　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

　　　　　在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

新潟交通株式会社(E04155)

四半期報告書

16/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和３年８月10日

新潟交通株式会社

取締役会　御中

 

高志監査法人

新潟県新潟市

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　和人　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士  堀 　華栄　　印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新潟交通株式会

社の令和３年４月１日から令和４年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（令和３年４月１日から令和

３年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（令和３年４月１日から令和３年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新潟交通株式会社及び連結子会社の令和３年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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